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I 調査の概要 

１ 調査目的 

国内での社会通信教育を大別すると、学校または一般社団、もしくは一般財団法

人の行う通信教育で社会教育上奨励すべきものを社会教育法の規定に基づき、文部

科学省が認定する社会通信教育（以下、「認定社通」という。）、および民間企業等に

よって行われている社会通信教育（以下、「民間社通」という。）とがある。 

これら「認定社通」と「民間社通」の実態等を把握し、文部科学省の今後の社会

通信教育振興方策の検討に資するために、実施団体への郵送アンケートならびに現

地ヒアリング調査、社会通信教育受講者への Web アンケート調査、社会通信教育を

利用している企業への郵送アンケート調査を実施する。 

 

２ 調査内容 

（１） 社会通信教育の実施団体に対する調査 

 

＜社会通信教育実施団体郵送アンケート調査＞ 

【調査対象】 

認定社通 27 団体に民間社通を加えた計 289 団体中、事前の電話によるアンケート

依頼で了承を得た 220 団体。リスト作成に際しては下記の情報を参考とした。 

・帝国データバンク企業信用情報（業種コード：91806 社会通信教育） 

・Yahoo!電話帳（業種名：通信教育） 

【調査手法】郵送配布・回収 

【調査内容】社会通信教育団体の通信教育事業に関する取組実態等について 

【調査期間】平成 23 年 2 月 28 日（月）～3 月 18 日（金） 

【回収結果】発送数：220 有効回収数：83 有効回収率：37.7% 

 

＜社会通信教育実施団体訪問ヒアリング調査＞ 

【調査対象】 

認定社通 27 団体に民間社通を加えた計 289 団体中、事前の電話によるアンケート

依頼で了承を得た 220 団体。リスト作成に際しては下記の情報を参考とした。 

・帝国データバンク企業信用情報（業種コード：91806 社会通信教育） 

・Yahoo!電話帳（業種名：通信教育） 

【調査手法】個別訪問ヒアリング 

【調査内容】社会通信教育団体の通信教育事業に関する取組実態等について 
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【調査期間】平成 23 年 3 月 

【実施状況】34 団体に実施 

 

（２） 社会通信教育の受講者への調査 

 

【調査対象】ＭＤＢネットサーベイモニター 

【調査手法】インターネット調査 

【調査内容】社会通信教育の利用実態、評価や情報公開へのニーズ等について 

【調査期間】平成 23 年 3 月 25 日（金）～3 月 29 日（火） 

【回収結果】有効回収数：3,082 

 

（３） 社会通信教育の利用企業への調査 

 

【調査対象】東証一部、二部上場企業を中心とした企業 2,295 社 

【調査手法】郵送配布・回収 

【調査内容】社会通信教育の利用実態、評価や情報公開へのニーズ等について 

【調査期間】平成 23 年 2 月 28 日（月）～3 月 23 日（水） 

【回収結果】発送数：2,295 有効回収数：385 有効回収率：16.8% 
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３ 調査の流れ 

本調査の流れは以下のとおりである。 

郵送アンケート調査 
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４ 集計表・グラフ等の見方について 

本調査報告書では、以下の表記を用いている点に留意が必要である。 

 

・ 調査結果の数値は、回答率（％：パーセント）で表示している。％の母数は、その

質問項目に該当する回答者の総数であり、その数は「n」で示している。 

・ ％の数値は、小数第 2 位を四捨五入し、小数第 1 位までを表示している。このため

各回答の数値の合計が 100％とならない場合がある。 

・ 回答は、単一回答（○はひとつ）と複数回答（○はいくつでも等）の 2 種類がある。

複数回答設問の場合、その回答割合（％）の合計は 100％を超えることがありうる。

また、複数回答設問の場合には、設問番号・タイトルとともに「（○はいくつでも）」

と記載している。 

・ 図表やコメント部分での回答の選択肢は、簡略化して表現している場合がある。 

・ 設問の回答対象者に回答を得られなかった場合には、「無回答」で示している。 

・ クロス集計において、一方の調査項目が無回答だった場合、集計の対象から外して

いる。このためクロス集計の回答者数の計は、回答者の総数と一致しない場合があ

る。 

・ 日本マーケティング･リサーチ協会のガイドラインに、集計・分析を行う場合の最

低サンプル数は 30 以上と定義されている。そのため、クロス集計の結果サンプル

数が 30 を下回る項目は参考値とみなしている。また、該当項目に対するコメント

を控え、比較対象から除外している。 

・ 講座について 

「認定社通講座」：文部科学省の認定を受けている社会通信教育講座。 

「民間社通講座」：文部科学省の認定を受けていない社会通信教育講座。 

・ 団体について 

「認定社通実施団体」：認定社通講座を実施している団体。併せて民間社通講座を実

施している団体も含む。 

「民間社通実施団体」：民間社通講座のみを実施する団体。 
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II 社会通信教育に対する実施団体の取組実態 

１ 実施団体の概要 

（１） 法人格 

回答団体の法人格の形態は、「公益法人」が 24.1％、「株式会社等」が 56.6％、「学

校法人」が 9.6％、「その他」が 9.6％であった。 

問２　貴団体の法人格の形態をお答えください。（○は１つ）【n = 83】

公益法人
24.1%

株式会社等
56.6%

学校法人
9.6%

その他
9.6%

 

※法人格は、調査票上の以下の分類をまとめている。 

公益法人：「一般社団法人」「一般財団法人」「公益社団法人」「公益財団法人」「特例民法

法人」 

株式会社等：「株式会社」「有限会社」 

学校法人：「学校法人」 

その他：「任意団体」「特定非営利活動法人」「その他法人」 
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（２） 通信教育講座数 

回答団体中、文部科学省認定社会通信講座を実施する団体は２２団体あり、各団

体が実施する認定通信教育講座の数は、「１講座」が 31.8％、「２～５講座未満」が

40.9％、「５講座以上」が 27.3％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※講座数は、調査票上の実数での回答を上記分類にまとめた。 

 

問３　貴団体が実施する通信教育講座数をご記入ください。【n = 22】

文部科学省認定社会通信教育講座

１講座
31.8%

２～５講座未満
40.9%

５講座以上
27.3%
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